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●道内経済の動き�

●北海道新幹線札幌延伸に向けて（３）�

●経営のアドバイス：「企業経営にあたっての危機管理」�

Ｋ：】Ｓｅｒｖｅｒ／北洋調査レポート　表紙表７５　裏本文３３／Ｎｏ．１２９／表紙／北洋銀行  2007.03.19 20.33.19  Page 1 



● 目 次 ● 道内経済の動き………………………………………………１

シリーズ 提言：北海道新幹線札幌延伸に向けて（３）…４

経営のアドバイス：企業経営にあたっての危機管理……１５

主要経済指標…………………………………………………２０

Ｋ：】Ｓｅｒｖｅｒ／北洋調査レポート　表紙表７５　裏本文３３／Ｎｏ．１２９／本文／目次（北洋用）  2007.03.19 20.23.32  Page 49 



■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■

■
■
■

■
■

■
■

■
■

■
■

■
■

■
■

■
■

■
■

■
■

■
■

■
■

■
■

■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■

■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■

最近の道内景気は、横ばい圏内で推移しているものの、持ち直しの動きがみられる。

需要面をみると、公共投資は、国および地方自治体の財政面での制約から減少している。

個人消費は、暖冬の影響で冬物商品の売上が伸び悩み、弱含みで推移している。設備投資

は、製造業の能力増強投資を中心に幾分上向いている。住宅投資は、月毎にばらつきはある

ものの、概ね横ばいで推移している。

生産活動は緩やかに持ち直している。また、雇用情勢は一部に改善の動きがみられるもの

の、ほぼ横ばいで推移している。企業倒産は、件数は増加したものの負債総額は前年を下回

った。
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①個人消費

１月の大型小売店販売額（既存店ベース、

前年比▲１．３％）は、百貨店・スーパーとも

に前年を下回った。百貨店（前年比▲２．９％）

は、身の回り品が増加したものの衣料品など

が減少し、３ヶ月連続で前年を下回った。ス

ーパー（同▲０．４％）は、衣料品や身の回り

品などが減少し、３ヶ月連続で前年を下回っ

た。

コンビニエンスストア（同▲１．６％）は、

３ヶ月連続で前年を下回った。

②住宅投資

１月の新設住宅着工戸数は、１，７６４戸（前

年比▲１．０％）となった。分譲（同＋１７５．７％）

が大きく増加したが、持家（同▲１１．１％）お

よび貸家（同▲２０．７％）が減少し、前年をわ

ずかに下回った。

昨年４月からの着工戸数累計では、４５，０９２

戸（前年同期比▲４．０％）となり、前年を下

回っている。

道内経済の動き

― １ ―
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③鉱工業生産

１月の鉱工業指数は、前年に比べ生産で

は、石油・石炭製品工業や窯業・土石製品工

業などが減少したものの、化学工業や一般機

械工業などが増加した。

前月比では＋６．２％と２ヶ月ぶりに上昇

し、前年比では＋２．８％と４ヶ月連続して上

昇した。

④公共投資

１月の公共工事請負金額は、１３１億円（前

年比＋１．０％）と９ヶ月ぶりで増加した。

昨年４月からの累計では請負金額８，３３２億

円（前年同期比▲１２．９％）と減少基調が続い

ている。

⑤雇用情勢

１月の有効求人倍率（全数）は０．６６倍とな

り、２ヶ月連続で前月比プラスとなった。

一方、新規求人数はサービス業などが増加

したものの、建設業や卸売・小売業などが減

少し、前年を下回った。

道内経済の動き

― ２ ―
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⑥来道客数

１月の来道客数は、８３８千人（前年比

▲２．０％）と２ヶ月連続して前年を下回った。

昨年４月からの累計来道客数は、１１，１３６千

人（前年同期比＋２．７％）と前年を上回って

いる。

⑦貿易動向

１月の道内貿易額は、輸出が前年比３０．４％

増の２４１億円、輸入が同１８．２％増の１，１３４億円

となった。

輸出は、鉄鋼や化学製品などが増加し、２

ヶ月連続で前年を上回った。

また、輸入は原・粗油やとうもろこしなど

が増加し、１９ヶ月連続で前年を上回った。

⑧倒産動向

２月の企業倒産は、件数は４９件（前年比＋

２．１％）と前年を上回ったが、負債総額は１１６

億円（同▲２９．１％）と減少した。

業種別では、建設業が１７件と最も多く、続

いて小売業（１０件）、サービス業（８件）と

なった。

道内経済の動き

― ３ ―
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はじめに

本シリーズでは、第１回目として「北海道新幹線が必要な理由」（調査レポート１１月号）につい

て触れ、また第２回目として「北海道新幹線が札幌市に与える影響」（同１２月号）に注目した。

そこで本号以降は北海道新幹線の札幌延伸にむけて、新幹線駅設置予定の各市町が、現在どの

ような取組みを行っているか、また既設新幹線駅の例から、まちづくりの際にどのような点に留

意すべきか等について考えてみたい。

まず本号では、古くから交通の要衝として栄えてきた長万部町の現在の取組みや周辺の動きな

どを採り上げる。

１．北海道新幹線長万部駅の概要

・新幹線長万部駅に関して来年度から「駅部調査」が実施される予定であり、着工が現実味

を帯びてきた。

・新幹線開業によって長万部～札幌は約２５分で結ばれるなど、各地へのアクセス時間が短縮

される。

・長万部を結節点として、各地から胆振方面へのアクセスも改善される。

・高速道路の整備と相俟って、将来的には道内有数の物流拠点となることも予想される。
えき ぶ

新幹線長万部駅については、来年度から「駅部

調査」が実施される見通しである。この「駅部調

査」とは、新幹線未着工の区間で、構想段階にあ

る駅と周辺整備計画との整合性を図るべく、駅の

位置や駅舎の規模・構造などに関する調査を行う

ものである。従ってこの調査が実施されるという

ことは、新幹線長万部駅の着工が現実性を帯びて

きたと考えることができる。

さてその新幹線長万部駅は現在の長万部駅に併

設される予定であり、長万部町の計画書による駅

舎イメージは図表１の通りである。

また長万部駅を利用する地域

（駅勢圏）は図表２の通りと予測

され、この地域の人口は新幹線が

開業するであろう約１０年後には２２

万人前後になると考えられる。さ

らに道外からの観光客が新幹線を

利用して洞爺や登別等へ向かう場

合、当駅が起点となる見通しであ

り、これらを考え合わせると当駅

Ｈ１７国勢調査 Ｈ２７予想人口

新新幹幹線線
長長万万部部駅駅
利利用用者者

北北檜檜山山××１１／／２２ ２，８８８ ２，５１９

今今金金××１１／／２２ ３，２３４ ２，８０９

瀬瀬棚棚 ２，５８７ ２，３９１

長長万万部部 ７，００３ ６，０６９

島島牧牧 １，９９７ １，７５５

寿寿都都 ３，７４４ ３，１０４

黒黒松松内内 ３，４５７ ２，９６０

豊豊浦浦 ４，７７１ ４，３４５

虻虻田田 ９，１７９ ８，３２４

洞洞爺爺 ２，１５４ １，９０９

壮瞥 ３，４７３ ３，２４４

伊達 ３５，２２４ ３２，３８１

室蘭 ９８，３７２ ８０，９４５

登別 ５３，１３５ ４７，６５１

白老 ２０，７４９ １８，７６９

蘭越×１／２ ２，９０２ ２，５０７

計 ２５４，８６８ ２２１，６８２

シリーズ：提言

北海道新幹線札幌延伸に向けて（３）
～ 長万部町の取組み ～

図表１ 長万部新駅舎のイメージ図（資料：長万部町）

図表 2 新幹線長万部駅利用地域と将来人口（予想人口は国立社会保障・人口問題研究所予測による）
（単位：人）

― ４ ―
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の１日乗降客は３，０００人～５，０００人前後になると思われる。

なお新幹線長万部駅は新函館方面から来る

と新八雲の次駅となり、また札幌からは新小

樽・倶知安を経て同駅に至る計画となってい

る。各地への予想所要時間はおよそ図表３の

通りであり、長万部と札幌および長万部と首

都圏などのアクセス時間は確実に短縮され

る。

またここで注目すべき点は、長万部を結節点として胆振方面へのアクセスも改善されることで

ある。例えば東京から東室蘭までは約４時間２０分で結ばれる見込みであり、首都圏から室蘭ま

で、陸路と空路の２つの交通手段が確立される。したがって新幹線長万部駅は従来にも増して

「交通の要衝」としての役割が高まるものと考えられる。

さらに道路とのアクセスについても、新長万部駅は北海道縦貫道の長万部ICに程近いことから、

将来は観光・物流など様々な面で、本州・道南と道内各地を結ぶ道内有数の拠点となるに違いない。

実際、これを見越すかのように、長万部郵便局が（郵便局再編に伴い）本年３月より、道南の

森町から日本海側のせたな町および胆振の洞爺湖町に至る広い地域をカバーする「統括センタ

ー」に指定されたほか、住宅用生コン・パイルを製造販売する企業も長万部に拠点を設け、この

４月より営業を開始する。さらに大手企業等が食肉用の豚や牛を飼育する施設を開設する計画も

出ている。

２．北海道新幹線における長万部駅の位置づけ

・新幹線長万部駅は様々な可能性を秘めた「広域多目的玄関口」となる。

・観光に関しては、地元・日本海側・洞爺、登別等だけでなく、全道観光の玄関口になる。

・ライフスタイルも変化し、新幹線は地元住民の通勤・通学の足となる。

・室蘭、苫小牧など道内有数の製造業拠点へのアクセスを担うほか、駅周辺が物流基地とな

る可能性や学術都市圏の一翼を担うなど、ビジネスにおける様々な可能性を持つ。

新幹線長万部駅は同町の策定した「北海道新幹線長万部駅周辺整備構想」でも示されている通

り、広域玄関口としての機能を有する。しかもそれは単なる「玄関」ではなく、様々な可能性を

秘めた「多目的玄関」とも言うべきものである。そこでまず、北海道新幹線における長万部駅の

位置づけについて整理してみたい。

（１）観光の玄関口

北海道新幹線の開業効果としてまず挙げられるのが「観光の振興」である。長万部は駅周辺域

に長万部温泉・二股ラジウム温泉などの観光資源を有するほか、隣接地にも黒松内など本州とは

異質性の高い地域が控えている。したがって長万部駅はまず第一に、これら地元観光地への玄関

口となる。加えて、北檜山・瀬棚といった日本海側への玄関口ともなる。またさらに、全国的に

知名度が高い洞爺・登別へのアクセスも当駅が起点になるであろう。

現在 新幹線開業後 差異

札幌～長万部 鉄道利用 約２時間５分 約２５分 １時間４０分

長万部～函館 鉄道利用 約１時間１５分 約３０分 ４５分

長万部～東京 飛行機利用 約５時間２０分 約３時間３５分 １時間４５分

東室蘭～東京
飛行機利用 約４時間２０分

約４時間２０分
―

鉄道利用 約７時間３０分 ３時間１０分

図表３ 新幹線開業後の長万部・東室蘭と各地の所要時間

※「北海道新幹線札幌延伸に伴う効果と地域の課題」（北海道経済連合会）およびlivedoor路線検

索により独自に推計

※現在所要時間および新幹線開業後所要時間には乗換えに要する時間も含まれる

シリーズ：提言

― ５ ―
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そのほか、ごく当たり前のことではあるが忘れがちな点

として、長万部は「道内全域の観光玄関口」になるという

ことが挙げられる。図表４は関東や東北等の在住者に対し

て「新幹線が新函館まで開業した場合、どこを訪問したい

か」を尋ねた結果であるが、新函館駅開業の段階で、既に

函館を拠点として道東や道北まで足を伸ばしたいと希望す

る人が存在する。したがって北海道新幹線が札幌まで開業

した場合、長万部駅を起点としてレンタカーで道内全域を

周遊するケースも考えられる。

（２）地元住民の生活の拠点

新幹線はライフスタイルを変化させるといわれる。事

実、先に開業した九州新幹線においては、新幹線を使って

地方から鹿児島へ通勤・通学する人々が増加している。（図

表５）また通院にも新幹線が利用されているという。これ

を長万部に置き換えてみると、将来、長万部駅は函館や札

幌への通勤・通学の拠点となることが予想される。加えて

札幌でのコンサートやプロ野球を日帰りで楽しむことがで

きるようになるかもしれない。

そのほか住民が道内外へ観光などで出向く場合にもメリ

ットがある。例えば、旭山動物園も日帰り圏内となるほか、東北や北関東への観光も便利にな

る。また東京理科大学の長万部キャンパスに通う学生が帰省する際の利便性も高まるに違いない。

（３）ビジネス・学術の拠点

既設新幹線はビジネスに活用されるケースが多い。新幹線は目的地まで乗換え等がないことか

ら、移動時間をフルに利用することができる。このため、車内では日常的に商談に向けた打合せ

などが行われている。また車内でパソコンを利用する人や中には設計図を広げ図面をチェックす

るような人も見かける。このような新幹線の特性から、長万部駅が室蘭や苫小牧といった道内有

数の製造業拠点へのアクセスを担うことは明白である。加えて、人的な交流だけでなく、将来は

同駅周辺が物流基地となることも考えられる。現在、色々なハードルはあるものの、新幹線を利

用した物流の可能性が検討されている。これが実現すれば、交通の要衝である長万部は陸運の大

きな拠点となるであろう。

また長万部には東京理科大学長万部キャンパスがある。函館の各大学・室蘭工業大学・小樽商

科大学・札幌の各大学など、新幹線沿線および周辺の大学が連携し「学術研究都市圏」が形成さ

れれば、長万部はその一翼を担うことになり、産学官連携の拠点ともなり得る。実際九州では九

州経済連合会の協力の下、九州大学とその半日圏域にある産官学が連携して「九州大学学術研究

都市推進機構」を立ち上げ、プロジェクトを推進している。また当地の東京理科大学も新幹線の

開業効果として、「学術・文化交流が盛んになり、教育のレベルや質が向上する」点に期待を寄

せている。以上から学術都市圏構想は実現可能性が高いと思われる。

図表４ 北海道新幹線が新函館まで開業した場合、新幹線を利用して訪問

したい場所（資料：北海道新幹線開業効果拡大・活用検討会議）

図表５ 九州新幹線定期券利用者推移（資料：JR九州）
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図表６ 北海道新幹線長万部駅周辺整備構想図

３．長万部町の駅周辺整備構想

・平成１８年１２月に「北海道新幹線長万部駅周辺整備構想」が策定された。

・同構想の目的は、新幹線長万部駅の周辺整備をまちづくり総合計画と整合させ、かつ新幹

線開業効果を最大限にすることにある。

・構想には駅前広場やアクセス道路などの整備、鉄道によって分断されている市街地のアク

セス改善、商店街や長万部温泉活性化などについて具体策も盛り込まれている。

さて、昨年１２月に長万部町では「北海道新幹線長万部駅周辺整備構想」を策定している。そこ

で次に同構想策定の目的と特徴的な点などを取り上げてみたい。

（１）構想の目的

今回策定された構想は来年度実施される予定の「駅部調査」に向けたものであり、現段階では

「計画」ではなく、あくまで「構想」の域を出ないものである。しかしながら、その内容は前述

の長万部駅に求められる機能を十分意識したものになっている。また同構想は、新幹線長万部駅

の周辺整備をまちづくり総合計画と整合させ、かつ新幹線開業効果を最大限にすることを目的と

している。このためその中ではまちづくりの課題と対策についても言及されており、特に

① 在来線駅前も含めた駅前広場・アクセス道路などの整備

② 現在JR函館本線によって東西に分断されている市街地のアクセス改善

③ 既存商店街および長万部温泉の活性化策

などについて具体的対応策も盛り込まれている。

（２）具体的内容

その具体策を含め、構想を視覚化したものが図表６である。ここに記されている事項の主なも

のは次の通り。

① 長万部駅を胆振や日本海側を結ぶ広域玄関口と捉え、駅前は新幹線口（西口）と在来線口

（東口）の両側を整備する。

② 駅前と国道５号線のアクセス道路を整備するほか、東西の両地区に駐車場やバスターミナ

シリーズ：提言
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ル機能を持たせる。

③ 市街地の東西交流活性化のため、新駅には切符を購入しなくても東西を往来できる自由通

路を設置するとともに、改札等の駅舎機能は橋上化する。

④ 既存商店街を活性化するため、同地区での特産品販売および地場食材を活用した飲食業の

経営を促すほか、屋台村の設置も検討する。

⑤ 温泉街活性化のために新幹線口から温泉街に向けたペデストリアンデッキを整備し、駅利

用客の誘導を図るほか、足湯の設置などを検討する。

なお現在長万部町では、行政と地域住民・企業などが一丸となり、新幹線誘致運動に取り組ん

でいるほか、上記構想を具体化していく為の方策も順次検討中である。

４．既設新幹線駅の参考例
まい

・既設新幹線駅の参考例として、駅の性格や現状の問題点などで共通点の多い、滋賀県の米
はら

原駅を取り上げる。

・長万部と米原の共通点は、交通の要衝・国鉄のまちとして栄えたこと、国鉄の民営化以

降、町の活気が失われていること、鉄道によって市街地が分断されていることなどである。

・米原の抱える問題は、市街地分断のほか、旧国鉄用地で未利用となっている区域が存在す

ること、駅前の土地利用について民間の自由裁量に任せた結果、産業集積が望めない形と

なってしまったことなどがある。

・米原では諸問題への対策として、駅に東西市街地をつなぐ自由通路を設置するほか、駅前

地区の再開発を実施する。

・また地域特性を活かし、まち全体を活性化するため、大規模な物流基地建設構想を推進中。

・米原の例から、まちづくりにおける長期的視点の重要性、市街地交流策の実施方法、地元

の意向が反映できる計画的整備の重要性、地域の利点を活用した都市再生のあり方などを

学ぶことができる。

ここまで新幹線長万部駅の位置づけや、町が考えている長万部のまちづくり構想について触れて

きた。しかし今後実際にまちづくりを進め、新幹線開業による効果を最大限享受する為には、既

存新幹線駅とその周辺のまちづくりから学ぶ必要もあ

る。

ただし一口に「既存駅を参考にする」といっても

そこには様々な切り口が存在する。例えば「誰が主

体になってまちづくりを進めるか」という点では長

野県の佐久平駅（県外大規模資本依存型）と青森県

の八戸駅（地元商工会議所主導型）などの例が参考

になる。また「駅の機能」といった具体的な点に関

しては、熊本県の新八代駅（在来線と新幹線の乗換

えに方法について）や鹿児島中央駅（改札や自由通

図表７ 滋賀県米原市の位置（資料：米原市）

シリーズ：提言

― ８ ―

Ｋ：】Ｓｅｒｖｅｒ／北洋調査レポート　表紙表７５　裏本文３３／Ｎｏ．１２９／本文／００４～０１４　シリーズ：提言  2007.04.26 14.11.18  Page 



図表８ 米原駅西口の様子

図表９ 米原市街の東西を結ぶ地下通路

路について）などが参考になるだろう。

また別の切り口として、「駅の性格」などで共通点の多い地域の例を基に、まちづくり全般を

考える方法もある。そこで今回は「駅の性格や現状の問題点」などで共通点の多い、滋賀県米原

市を例に長万部におけるまちづくりの留意点について考えてみたい。

（１）米原と長万部の共通点

米原と長万部は多くの点で共通点がある。第一に両者が古くから交通の要衝として栄えてきた

ことである。米原は古くは中山道と北国街道（畿内と北陸を結ぶ街道）の分岐点として賑った地

域であり、鉄道の時代になっても関西・東海・北陸を結ぶ陸路の結節点として栄え、「国鉄のま

ち」といわれていた。（図表７）

一方、長万部もかつて国鉄の機関区が置かれ、室蘭本線・函館本線・瀬棚ほかの日本海に至る

交通の起点として栄えたことは周知の通りである。そして第二の共通点は、国鉄分割民営化以

降、駅業務に従事する人が減少したこと等から、駅前の活気が失われてしまった点である。また

第三に市街地が鉄道によって分断され、地域住民の交流が妨げられている点も共通している。こ

れ以外にも既存商店街側の後背地が狭いといった地形状の問題や旧国鉄用地の有効活用が図られ

ていない点、新幹線駅が地上駅（長万部も地上駅になる計画）であることなど様々な共通点がある。

（２）米原駅および周辺地域発展の様子

さてその米原駅であるが、昭和３９年１０月には早

くも東海道新幹線の駅が開業している（当初は「こ

だま」のみ停車）。さらに昭和４７年には「ひかり」も

停車するようになり、北陸方面への玄関口とし

て、駅の役割はさらに重要なものとなっていった。

またこれと前後して、周辺地域では手狭になっ

た従来の駅前（東口）以外に駅裏（現在の西口）

の開発が進められ、市役所（当時は米原町役場）

も同時期に駅裏側に移設された。そしてその後、

駅裏側の地域発展に伴って昭和５４年に駅西口が竣工し、現在に至っている。（図表８）

なお、現在の米原駅はJR東海（新幹線管轄）、JR西日本（在来線管轄）、近江鉄道（私鉄）の

３社の路線が乗り入れる形となっており、１日５，０００人以上の乗降がある。

（３）米原の問題点

米原では大別して以下の３つの問題点が挙げられている。

① 米原駅周辺は鉄道によって東西に分断されており、歩行者の東

西移動は幅員狭小な地下通路で行なわれている。（図表９）この

為に住民の交流も妨げられており、地域発展の障害となっている。

② 駅東口側（従来から拓けていた地域）には、旧国鉄用地で現在未

利用となっている約２５，０００㎡におよぶ区域が存在するほか、国

鉄職員減少等に伴って駅前自体にも活気がなくなっている。

③ 一方駅西口側（新たに拓けた地域）は、民間の自由裁量によって土地利用が行なわれた結

シリーズ：提言
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果、青空駐車場が目立つ、産業集積の望め

ない駅前となっている。（図表１０）

（４）米原の取組み

以上の諸問題に対処する為、現在米原では、新

幹線開業後実に約４０年を経て、駅周辺の大規模な

整備に着手している。その概要は次の通りである。

① 米原駅東西自由通路・橋上駅舎整備事業…

（図表１１）

市街地の東西交流改善や駅利用者の利便

性向上を目指し、米原駅に自由通路が設置

される。また高齢者・身体障害者への配慮

から、駅構内各所にエレベーターやエスカ

レーターが設置される予定である。なお事

業規模は約４１億円となっており、国から交

通結節点改善事業や交通バリアフリー整備

事業などに対する補助を得て実施される見

通しである。

② 米原駅東部土地区画整理事業…（図表１２）

駅東口側の有効利用と賑い創出のため、土

地区画整理事業を実施するもので、ポイントは

・従来駅前開発のネックとなっていた近江

鉄道の移設

・旧国鉄用地の活用

の２点。完成後は広大な商業域が生まれる

予定である。

事業規模は約８７億円で、うち保留地処分

金を除いた部分は約５３億円となっており、

国の補助を得て実施されている事業である。

③ 滋賀統合物流センター（SILC）構想…

（図表１３）

本構想は、交通の要衝という利点を活か

し、駅南部の農地１６．５haに大規模な物流拠

点を設けるという計画で、整備費は約１８０億

円と見込まれる。平成１７年に滋賀県が独自

に推進する「経済振興特別区域」の認定を受

け、県の支援を受けながら、産官学および金

融機関の連携の下に事業が推進されている。

図表１０ 米原駅西口周辺の様子（資料：米原市～青空駐車場が広が
り、産業集積が難しい）

図表１１ 米原駅東西自由通路・橋上駅舎整備事業（資料：米原市）

図表１２ 米原駅東部土地区画整理事業（資料：米原市）

図表１３ 滋賀統合物流センター構想図（資料：米原市）
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事業の具体的内容は

・ITを活用した効率的仕分け、発送、保管、保税システム構築

・モーダルシフト※の推進

・災害時に日常流通している物品を公共利用するための仕組みづくり

・物流労働市場に優秀な人材を供給する為の人材育成事業

などが柱となっており、当初年間１００万ｔ以上、１５年後には３２０万ｔの集荷を見込む。

また本構想のまちづくりへの効果は、米原市によると、

・生産誘発額３０５億円／年、雇用誘発１，８８３人／年

・モーダルシフトによるCo２削減６６，８９６ｔ／年、省エネ効果（軽油削減）３，４２０万�／年、
および道路渋滞の緩和

・災害時への対策

などとなっている。

この構想は地域特性を活かした都市再生策として、全国的にも注目を集めるユニークな

ものである。

（５）米原のまちづくりに学ぶべき点

以上米原市の取り組みを取り上げたが、同地区の例から長万部のまちづくりにおいて留意すべ

き点として次のことが挙げられよう。

① 長期的視点の重要性

米原では、新幹線開業後４０年以上経た現在になって、駅および駅舎整備に１００億円以上

の投資を実施することになっている。確かに、新幹線開業当時では読みきれない事項や国

鉄民営化後、米原駅の管轄が複雑な形となったなどの要因はあるものの、駅裏側（西口）の発

展の可能性やそれに伴う東西交流の重要性については同地域でも従前から指摘されていた。

したがって長万部のまちづくりも、新幹線開業によって町全体が変化する可能性を視野

に入れ、長期的なビジョンの下に策定される必要がある。他地域の話になるが、例えば新

山口駅前（山口市）は３０年の歳月をかけて、区画整理事業が実施されている。

「２０年あるいは３０年先に長万部はどういう町でありたいか」をまず明確にする必要があ

るだろう。

② 東西市街地交流方法の確立

米原で問題となっている鉄路による市街地の分断は、実は全国各地でも発生している。

そして対策を講じなかった地域の多くでは、新たに設けられた新幹線側の駅前が発展し、

中心であった在来線側の商店街は衰退している。このことからも市街地を一体化するため

の方策はまちづくりに欠かせないものであろう。

長万部においては先に触れた駅周辺整備構想で、東西の交流活性化のために自由通路を

設置する予定になっている。しかし町内には在来線および新幹線を高架化して道路を鉄路

の下に通すことで、市街地分断を解消したいとの意見もあるようだ。

※物品を運搬する際、トラック輸送から鉄道・海運など環境への負荷が小さい輸送方法に切り替えること
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確かに鉄道を高架にすれば、現在分断さ

れている市街地の一体化がスムーズに行え

る。しかしその費用は長万部駅の前後３㎞

を整備すると仮定した場合、１５０億円以上

と予想される。また国の補助も得にくいな

どのデメリットがある。対して自由通路設

置は約２０億円と見込まれ、また国の補助も

得やすい。（図表１４）したがって費用対効果

を考えると自由通路設置が現実的な線と考

えられる。

問題はどのようにして、自由通路を使った東西交流を確立するか、という点である。今

後の高齢化社会を考えれば通路のバリアフリー化は当然であろう。それに加えて、例えば

駅東口の商店街・食品スーパーと新幹線口側の長万部温泉が連携するのはどうだろうか。

商店街で買い物をした場合には長万部温泉の入浴を割引きし、逆に温泉に正規料金で入浴

した場合には商店街の買い物を割引く等々の連携ができないものであろうか。いずれにし

ても如何にして自由通路を有効利用するかという点がポイントとなるであろう。

③ 地元の意向が反映できる計画的整備の重要性

米原駅の西口は、民間経営の青空駐車場が乱立し、商業集積などが進まない原因となっ

ている。しかしこの点に関しては米原市も対策を打っていないのが現状である。米原市で

は「西口の土地区画整理を実施した際にしっかりした地区計画を策定するべきだった」と

している。このことからまちづくりにおいては、当然ではあるが「計画的整備」が必要で

あることを再認識させられる。

またその計画には地元主導で、地元の意向に沿ったまちづくりが出来る仕組みを織り込

む必要もある。例えば新幹線佐久平（長野県）の駅前は県外の大手資本を中心に急激に商

業集積が進んだ。しかしその一方で、かつて３２億円を投じて再開発を行った市内の既存商

店街は、空き店舗が続出するなど大きな打撃を受けている。長万部においても同様のケー

スが考えられる。したがって整備計画は地域住民の意向をしっかり反映できるものにする

必要がある。

④ 地域の利点を活用した産業立地・都市再生への取組み

米原は関西と東海・北陸を結ぶ、鉄道・道路網の結節点であることを利用し、都市再生

策として大規模物流センター建設に着手している。一方、長万部も新幹線開通によって、

人的交流・物流の両面で交通結節点としての役割が増大することは既に触れたとおりであ

る。従って新たな産業として長万部においても物流基地の設置が考えられる。また長万部

に物流拠点ができることは、周辺地域の活性化にもつながる可能性がある。例えば噴火湾

の活ホタテなど生鮮品輸送に有効であるほか、黒松内・八雲ほかの畜産加工食品移出につ

いても利便性が高まるものと考えられる。さらに高速道路網の整備によって、その効果は

道央圏はもとより、道東・道北まで波及する可能性もある。加えて函館港・小樽港を利用

キロ当たり
事業費

北海道旭川駅周辺限度額立体交差事業 １５５億円

北海道野幌駅周辺連続立体交差事業 ６０億円

大阪市杉本駅周辺連続立体交差事業 １８４億円

福岡市東区鹿児島本線連続立体交差事業 ５５億円

徳島県佐古駅周辺連続立体交差事業 ６３億円

北九州市折尾駅周辺連続立体交差事業 ７８億円

総事業費 整備内容

青森県八戸駅 １８億円 ６ｍ×１１７ｍ

長野県佐久平駅 １８億円 ６ｍ×８３ｍ

神奈川県海老名駅 ３０億円 １２ｍ×８８ｍ

図表１４ 鉄道高架化と自由通路整備の事業費比較

１．鉄道の高架化事業例

２．自由通路整備例

シリーズ：提言

― １２ ―

Ｋ：】Ｓｅｒｖｅｒ／北洋調査レポート　表紙表７５　裏本文３３／Ｎｏ．１２９／本文／００４～０１４　シリーズ：提言  2007.04.26 14.11.18  Page 



した、ロシア・中国東北地域など海外貿易にも同物流基地を活用できる。なお、この構想

を実現する為には、北海道庁や国の支援が必要であるほか、民間企業・金融も含めた産学

官金の連携が不可欠である。

また物流以外にも、長万部は食品加工業を中心に様々な産業立地の可能性を持ってい

る。今後のまちづくりを進めるにあたっては、今一度、長万部町をはじめとした周辺地域

が持っている「強み」を確認する必要がある。

５．今後の検討課題

・広域観光を実現する為には、ソフト面について民間が中心となって展開する必要がある。

・商店街活性化は、地元スーパーとの連携強化と同スーパーとの差別化の両方が要求される。

・新幹線利用者向けに、地元食材利用のレストランを設けたり、地元色豊かなおみやげ品の

開発などを実施することも有用である。

・長万部温泉活性化には、地元需要の掘り起こしや商店街との連携、周辺温泉との連携など

が考えられる。

・コンパクトシティーの実現や商店街振興のほか、様々な産業を活性化するためには、駅周

辺に住宅用地を確保することが求められる。

北海道新幹線が札幌まで延伸されるか否かはここ１～２年の間に決定する。そして仮に延伸が決

定すれば、その後約１０年で新幹線長万部駅が誕生することになる。そう考えるとまちづくりのために残

された時間は多くはない。そこで最後に長万部における今後の検討課題について簡単に触れてみたい。

（１）広域観光の実現

北海道新幹線の効用として最も期待されているのが「観光」である。そして長万部は広域の玄

関口となることは既に述べた。そこでまず今後検討が必要なのは、いかにして「広域観光を実現

し、リピーターを確保するか」という点である。

既存の新幹線駅を持つ自治体からのヒアリングでは、「行政としては、区画整理事業・駅舎建

設などで手一杯の状況になってしまい、ソフト的な事業にはなかなか手が付けられなかった」と

の声が多かった。このことから広域観光を実現するには、まず民間や商工会などが中心となっ

て、周辺市町村の商工会と連携しながら、

① 広域観光ルートづくり

② 駅周辺地域のPR活動

③ 旅行エージェント・ネット事業者・旅行関連媒体等への売り込み

などを実施していく必要がある。

（２）商店活性化策と将来戦略

平成１２年に長万部商工会が実施した「お買物アンケート調査」によると、町民の購買行動は貴

金属・家電・家具等、専門品・買回品については札幌などの町外で購入する傾向がある。対して

最寄品のうち、食料品は地元のスーパーで購入する層が半数以上であり、また書籍・文具、理

容、飲食などに関しては地元商店街を利用するケースが多いことがわかる。（図表１５）

シリーズ：提言
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したがって商店街の活性化のためには、地元ス

ーパーとの連携も必要であり、あわせて地元スー

パーとの差別化および最寄品のうち同スーパーが

扱っていない品目・サービスの取扱いも検討する

必要がある。

加えて、町の構想にある通り、他地域から新幹

線を利用して長万部を訪れる人を主な対象とし

て、商店街の中に、地元食材を使用したレストランを設けたり、商店街が一丸となって地元色豊

かなおみやげ品の開発を行う、等の施策が必要となるであろう。

（３）長万部温泉の活性化策

現在函館では、ビジネスホテルの建設ラッシュが続いている。しかも各ビジネスホテルは温泉

や大浴場まで完備していることから、湯の川地区の温泉ホテルは大きな打撃を受けているとい

う。同様のことは新幹線延伸が決定すれば、長万部でも起こり得る。また観光地としては、洞爺

や登別もライバルとなる。

したがって長万部温泉を活性化するためには、それらのホテル・旅館とは明確な差別化が必要

となる。ひとつキーとなると思われるのは、地元の需要掘り起こしであり、その方法としては先

に述べた、商店街や地元スーパーとの連携が考えられる。またもう少し広範囲で考えると、黒松

内・豊浦・今金・北檜山などの温泉との連携も検討課題となろう。（温泉ラリーへの参加など）

また現在、長万部温泉では運動部の学生の合宿を積極的に引き受けるなど、他地域にないユニ

ークな取組みを行っている。こういった取組みを伸ばしていくのもひとつの方策と考えられる。

（４）住宅基盤整備

新幹線によって人の交流が増加すれば住宅需要の増加も見込まれる。また長万部は函館や札幌

へのアクセスが良好であり、通勤・通学にも適するため、他地域からの人口流入も考えられる。

さらには首都圏からの移住やマルチハビテーション※などの需要も考えられる。したがって長万

部駅周辺の整備計画には住宅基盤の整備を盛り込む必要がある。なおその場合には、駅周辺で居

住空間整備を実施することで行政の効率化（いわゆるコンパクトシティー）の実現が可能となる

ほか、商店街振興策ともなる。

さらに住宅の増加は小売業以外の産業活性化にもつながる。例えば前述の長万部進出を決めた

生コン・パイル製造業者は、新幹線開業の副次的効果として、長万部周辺地区の住宅需要増加に

伴う売上にも期待を寄せているという。

また少子高齢化がすすむ中で、人口を維持し、町の機能を保つためにも、駅周辺整備計画にお

ける住宅用地の確保および定住促進のための施策実施は不可欠といえよう。

さて、本号では新幹線開業に向けた長万部町の取組みについて触れた。次号以降も今回と同様

に、新幹線開業に向けた道内各地の動きについて採り上げたい。

地元商店街 地元スーパー 地元DIY 町外合計 不明

貴金属 ２２６ ２０ ２ １，０４４ １，２９７

家電 ４６７ １０ １３９ １，００７ ９５７

家具 ３７８ ８ １４９ ７１４ １，３１５

生鮮食料品 ２４５ １，１２６ ６３ ３１９ ７２５

一般食料品 １９２ １，０９２ ３０３ ２８１ ４６５

日用雑貨 ２２１ ２５２ ９１４ ４２２ ７２７

書籍・文具 １，０４５ ３２ １０８ ６６８ ５７１

外飲食・喫茶 ７３６ ３５ ５ ７２４ ８１４

理容・美容 １，２４６ １０ ０ ４９９ ７００

図表１５ 長万部町民の買い物アンケート調査（資料：長万部商工会）

※ 一世帯で複数地域に住居を持ち、必要に応じて住み分けること
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― １５ ―

１ はじめに

「経営のアドバイス」の執筆をはじめて担当させていただくことになりました弁護士の大川哲

也です。平成４年に開業いたしまして、ほぼ１５年となります。この間、企業法務を中心に扱って

まいりました。今回は、企業経営における危機管理について、総論的にご説明させていただきた

いと思います。

２ 法曹人口増加とリスクマネジメント

昨今、「危機管理」とか「リスクマネジメント」などという言葉が盛んに唱えられるようにな

りました。企業が万一の「危機」「リスク」に直面した場合に無防備だと、一発で命運を左右しか

ねません。大きな企業であっても大打撃を受けたり、あるいは倒産したりという事件が報道され

ていますが、決して他人事ではない、ということを考えておかなければなりません。

この点、何よりもまず、近い将来、社会が劇的に変わる、そのために十分に危機管理態勢を整

えておかなければならない、という点を明確にご認識いただきたいと思います。

日本人の特性として、争いごとを嫌いますので、多少何かトラブルになっても、まあいいか、

で済んでいたのが一昔前までです。とくに北海道の人はおとなしいといわれているので、訴訟な

どの峻烈なトラブルに発展することは稀だったかもしれません。しかし、昨今、市民の権利意識

が少しずつ強くなってきていることを感じています。「市民の権利意識が高い」ということは決し

て悪いことではありませんが、企業としても取引先、消費者等、各関係者の権利主張にきちんと

備えておく必要性は高くなります。

さらに、ここ数年で社会が劇的に変わります。いままで「まあいいか」で済んでいたことが済

まなくなる社会がやってくるといえましょう。

先日、雑誌を読んでいたら、読者の川柳が掲載されていました。「思い出の事件を裁く最高裁」

という川柳です。これ、どういう意味でしょうか。ご承知かと思いますが、日本では、地方裁判

所、高等裁判所、最高裁判所、というように、裁判は３回できます。地裁、高裁で結論が出ず、

最高裁まで持っていったときには、既に事件から１０年以上も経っている。ときどきニュースで、

「えっ、あの事件、まだやってたの」というご経験があろうかと思います。オウム真理教の教祖

の刑事裁判は、たしかに重大事件ではありますが、地方裁判所の審理だけでも８年もかかったわ

けです。今の裁判所の状態では、一般の民事事件でも、解決まで何年もかかるケースがありま

す。時間がかかりますから、必然的に不承不承の解決になる場合が多いといえましょう。たとえ

勝訴したとしても、すでに疲弊しきっているというケースも多いのではないかと思います。ま

た、一般の人が弁護士に相談しようと思っても、弁護士が少なすぎて何処にいるのか解らない、

弁護士のいない裁判所の所在地もたくさんある、テレビではしょっちゅう弁護士を見ているが、

生きた本物に会ったことはない…。

そんなことで司法はスムーズに紛争を解決してくれない、裁判にしてもしょうがないという、

経営のアドバイス

企業経営にあたっての危機管理
橋本・大川合同法律事務所

弁護士 大川 哲也
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そんな市民の不満が司法離れを招いてきました。

これじゃあだめだ、ということで、司法を大きくしよう、という動きがここ数年起きていま

す。「司法改革」と呼ばれる動きです。

その中心が、法曹人口を劇的に増加させよう、というものです。平成１６年４月から法科大学院

が発足しました。いままでは合格率数パーセントの司法試験を通過しなければ裁判官、検察官、

弁護士にはなれませんでしたが、この制度により、２０１０年を目処に、法曹人口を年間３０００人とす

る…ちなみに私が弁護士になった１５年前は年間約５００名でした。この制度改革によって、弁護士

の数は激増します。このような、法曹人口増加、司法の容量の拡大によって、社会の仕組みが劇

的に変わることとなります。アメリカのような訴訟社会が必ずしも良いわけではありませんが、

司法の機能を充実させるということは必要だと思います。日本も、必然的に訴訟社会に移行せざ

るを得ないであろうと思いますし、現に移行しつつあると思っております。

このような社会の変革のなかで、どのような動きが起きるか、と申しますと、弁護士の数が激

増した場合には、必然的に職域拡大の動きが盛んになります。実際に、いろいろな分野に職域を

広げようという動きが盛んになっています。

また、従前は弁護士費用が支払えずに泣き寝入りしていたケースが多かったですが、弁護士が

組織する弁護士会も無料相談や弁護費用の立替などの制度を充実させ、たくさんの市民が弁護士

に相談、依頼できる体制を整えております。国も昨年「法テラス」という組織を立ち上げまし

た。そして、弁護士の数が飛躍的に増大するわけですから、このような活動はますます活発にな

っていきます。重い事件はもちろんのこと、軽微な事件であっても次々と訴訟に発展するケース

が起きてくるのではないかと思うのです。

ですから、企業においても、「いつ訴えられるかわからない」ということで、しっかり法的側

面からの危機管理体制を整えておかなければなりません。

３ 「最悪の事態を想定できる能力」

来たるべき訴訟社会に向けて、などというと大げさですが、このような社会において紛争を未

然に防ぐよう、危機管理を整えるにはどうしたらよいでしょうか。

「危機管理」のためには、「最悪の事態を想定できる能力」が大前提となってきます。この能

力がなければ、そもそも危機に備えることはできないからです。

たとえば、皆さんは「自分が凍死する危険」ということをお考えになったことがあるでしょう

か。登山などを趣味にされている方以外は、そんなこと考えたことがない、ということではない

かと思います。先日テレビでやっていたのですが、阪神淡路大震災規模の地震が北海道で将来３０

年の間に発生する確率は、概ね５％だというのです。５％といっても、事が重大なだけに相当な

確率です。そして、特に気をつけなければならないのが、厳冬期に大地震が発生した場合、建物

の倒壊などによる一次被害よりも、事後に凍死する二次被害の危険性が高い、というのです。阪

神淡路大震災のとき、たくさんの被災者の方々が住居を失い、テント生活を余儀なくされまし

た。これがもし、北海道の気温だったとすると、さらに被害が拡大していたというのでしょう。
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食料やラジオ、懐中電灯などが入った非常持ち出し袋などを備え置かれている方はいらっしゃ

ると思いますが、厳冬期の地震には役に立たないかもしれないのです。厳冬期の地震を想定でき

て初めて、懐中電灯やラジオだけでは足りない、防寒シートなども備えておこう、ということに

気付きます。

ちょっと突飛な例だったかもしれませんが、「最悪の事態を想定しておく能力」の大切さにつ

いてはご理解いただけたのではないかと思います。

４ 危機管理と弁護士の活用

皆さんの日常業務における危機管理においても、「まさか」は禁物であります。最悪どうなる

か、ということを常に念頭においておかなければ、いざその事態を迎えたとき、「丸腰」になっ

てしまいます。もちろん、「何年に１回」というレベルにとどまる頻度だと思いますが、万一の

打撃が大きいと、一発で命運を左右しかねません。ですから、「最悪の事態」をきちんと想定し

ましょう。…と、口で言うのは簡単なのですが、実際に「最悪の事態を想定する」ということは

非現実的なこともあり、非常に難しいといえます。先の地震の例でいうと、私もこの番組を見る

まで、自分が凍死する可能性などということは全く考えていませんでした。テレビを通じて地震

の専門家に教えてもらって、初めて最悪の事態が判りました。

まさに「餅は餅屋」。我々弁護士は、法的トラブルに関して、最悪の事態をご教示する使命を

負っています。弁護士はプロとして、たくさんのお客様の「何年に１回の非常事態」に日々直面

しています。一面因果なビジネスでありますが、「危機管理」ということについて非常に敏感で

す。ですから、絶対にかかえこまず、「あれっ」という段階、もっと言うと「あれっ」となる前

に是非ご相談いただきたいと思うのです。これが「あれれっ」となり、「あれれれっ」となり、

最後には「あーあー」になってしまいます。そのときは、後の祭りです。きちんと弁護士に相談

すると、最悪の事態をきちんと想定し、最善の対処法を考えてくれます。とにかく早め早めの相

談であります。

こう考えると、日常的な法律相談というのは、健康診断によく似ていますよね。ずっと放って

おいて、いきなり倒れて救急車で運ばれてきた、このような段階になると、どんな医師でも、

「手遅れです」ということになってしまいかねません。でも、平時にきちんと健康診断を受けて

いれば、初期の段階で発見でき、「異常が見つかってよかったですね、今手術すれば大丈夫です

よ」ということになります。

企業のトラブルも本当によく似ています。「あと半年早く来てもらえれば…」という事件がたく

さんあります。

５ 契約書について

危機管理でよく言われるのが、「普段から契約書をきちんと備えて置こう」ということです。

信用できる相手でも、後日に「言った、言わない」の紛争になっては困るので、きちんと文書に

残しておこう、という意識は皆さん持たれていらっしゃると思います。しかし、私の業務の経験
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からすると、残念ながら、不備な契約書が非常に多いです。折角作った契約書が何にもならな

い、それどころか逆に命取りになってしまう、ということだって珍しくありません。

簡単な例をご紹介しましょう。この契約書をご覧になってください。甲野太郎さんから１００万

円借りた乙野次郎さんが即金で返せなくなって、月々５万円ずつの分割払いを懇願してきまし

た。甲野さんは、「あくまでも、きちんと月々５万円ずつ返してくれるのであれば、まぁしょう

がないなあ」ということで、以下のような確認書を作ってお互いに調印したわけです。実は、こ

れには甲野さんに不利に働く欠陥があるのです。

確 認 書

甲野太郎を甲、乙野次郎を乙として、甲と乙は以下のとおり合意した

１ 乙は甲に対し、本日現在、１００万円の貸金返還債務を負っていることを確認する。

２ 乙は甲に対し、前項の債務について、平成１９年１月から完済まで、毎月末日限り、５万

円ずつ分割して支払う。

以上の合意が成立したことを証するため、本書を２通作成し、各自１通ずつ保持する。

平成１９年１月１０日

甲：甲 野 太 郎

乙：乙 野 次 郎

お気づきになられたでしょうか。「一回でも支払を怠ったときは、直ちに全額返す」という期限

の利益喪失の取り決めが書かれていないのです。これでは、仮に乙野さんが不誠実にも言を翻し

て初回の支払からいきなり怠った場合でも、甲野さんは、他の９５万円については、５万円ずつ

月々の期限が来るのを待っていなければならないのです。このような合意書を作る際は、必ず、

「一回でも支払を怠ったときは、直ちに全額返す」というような一項を入れておかなければなら

ないのです。

このように、不備な契約書、あるいは読み方によってはいろいろな意味に取れる契約書、ひど

い場合には（日本語で書いてあるのですが）日本語でも英語でもフランス語でもない、何が書い

てあるのかさっぱり判らない契約書などというのもしばしば目にします（笑）。このような契約

書を作るということは、取りも直さず、逆に「紛争の種をばら撒く」ということです。
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甲野さんがこのような契約書を調印前に弁護士のところに持っていって相談すると、弁護士

は、「一回でも支払を怠ったときは、直ちに全額返す」という条項を入れてください、と指導し

ます。この例だと簡単ですが、複雑な取引になってくると、いろいろな局面における最悪の事態

を想定し、完璧な契約書を整えなければなりません。契約書を作成するときには、必ずといって

いいほど、弁護士に特注した「オーダーメイド」にすべきなのです。

６ 結語

以上、危機管理について総論的に述べてきましたが、これからの厳しい社会のなかで、弁護士

をどう上手に使うか、ということがポイントになってくるのだと思います。やはり、私も、日常

的に平時から相談に来られるクライアントは事故が少ないと痛感しています。繰り返しますが、

まさに「餅は餅屋」です。最悪の事態を想定して不測の事態に即応できるよう、平時からこまめ

にプロの正しい知識に基づくアドバイスを受けておくことが非常に大切だ、ということを強調し

ておきたいと思います。
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年月

鉱工業指数
生産指数 出荷指数 在庫指数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

１２年＝１００前 年 同
月比（％）１２年＝１００

前 年 同
月比（％）１２年＝１００

前 年 同
月比（％）１２年＝１００

前 年 同
月比（％）１２年＝１００

前 年 同
月比（％）１２年＝１００

前 年 同
月比（％）

１４年度 ９４．２ １．５ ９３．３ ２．８ ９６．１ １．６ ９４．８ ３．５ ９１．０ △０．８ ８６．５ △５．８
１５年度 ９４．１ △０．１ ９６．６ ３．５ ９５．０ △１．１ ９８．８ ４．２ ８７．８ △３．５ ８５．４ △１．３
１６年度 ９４．３ ０．２ １００．５ ４．０ ９５．１ ０．１ １０２．５ ３．７ ８７．３ △０．６ ８７．５ ２．５
１７年度 ９０．９ △３．６ １０２．１ １．６ ９２．１ △３．２ １０５．０ ２．４ ９０．０ ３．１ ９０．３ ３．２

１７年１０～１２月 ９０．６ △４．８ １０３．４ ３．０ ９２．３ △３．１ １０６．５ ４．２ ８９．４ △３．５ ９４．３ ５．３
１８年１～３月 ９４．３ ０．０ １０４．０ ３．２ ９４．６ △１．３ １０６．６ ４．６ ９２．７ ３．１ ９５．０ ３．２

４～６月 ９３．１ ３．７ １０４．９ ４．１ ９５．７ ５．５ １０８．８ ５．６ ９０．２ ０．４ ９４．０ １．８
７～９月 ９１．４ ２．１ １０５．９ ５．４ ９２．１ １．３ １０９．６ ５．５ ９２．４ １．４ ９４．９ ０．８
１０～１２月 r ９２．９ ３．１ r１０８．７ ５．７ r ９３．５ １．９ r１１１．３ ５．０ r ９３．１ ４．２ r ９８．３ ４．３

１８年 １月 ９７．０ １．７ １０４．８ ２．７ ９８．５ ２．６ １０７．８ ４．４ ９０．１ △１．５ ９４．６ ３．５
２月 ９２．４ △１．９ １０３．５ ３．９ ９２．８ △２．３ １０５．６ ５．４ ８９．８ △１．７ ９４．８ ２．８
３月 ９３．５ ０．３ １０３．７ ３．１ ９２．６ △３．９ １０６．５ ４．１ ９２．７ ３．１ ９５．０ ３．２
４月 ９３．０ ０．９ １０５．１ ３．６ ９４．５ ０．９ １０９．３ ４．８ ９０．７ １．３ ９４．８ ３．０
５月 ９３．２ ６．７ １０３．７ ３．９ ９５．７ ９．７ １０７．８ ６．５ ９０．５ ２．１ ９３．４ １．３
６月 ９３．１ ３．３ １０５．９ ５．０ ９６．９ ５．９ １０９．２ ５．４ ９０．２ ０．４ ９４．０ １．８
７月 ９３．４ ５．０ １０４．９ ５．１ ９４．３ ３．６ １０８．７ ５．３ ９１．７ ２．０ ９３．３ ０．７
８月 ９１．３ ２．０ １０６．８ ５．９ ９１．８ １．２ １１１．４ ６．３ ９２．２ ２．４ ９４．１ ０．４
９月 ８９．４ △０．２ １０６．１ ５．２ ９０．１ △１．０ １０８．７ ４．７ ９２．４ １．４ ９４．９ ０．８
１０月 ９２．４ ３．９ １０７．８ ７．４ ９２．３ ２．５ １１０．１ ５．６ ９２．５ ２．０ ９５．９ ３．５
１１月 ９３．３ ２．６ １０８．７ ４．９ ９４．７ ２．７ １１２．２ ５．３ ９２．４ １．４ ９７．１ ３．０
１２月 r ９３．０ ２．７ r１０９．７ ４．８ r ９３．６ ０．５ r１１１．７ ４．２ r ９３．１ ４．２ r ９８．３ ４．３

１９年 １月 p９８．８ ２．８ p１０８．０ ４．３ p９６．４ △１．１ p１１１．４ ４．５ p９４．４ ４．８ p９７．４ ２．９

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■鉱工業指数は季節調整済み（１２年＝１００）。前年比（前年同月比）は原指数による。在庫指数の四半期計数は最終月指数。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

大型小売店販売額
大型店計 百貨店 スーパー

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
１４年度 １，０４８，００９ △３．３ ２２０，４１３ △２．０ ３８８，５７４ △３．７ ９３，１５１ △２．３ ６５９，４３４ △３．１ １２７，２６２ △１．７
１５年度 １，０３６，５４１ △６．３ ２１７，３３８ △３．３ ３８３，２９８ △９．４ ９０，８６５ △２．４ ６５３，２４３ △４．５ １２６，４７３ △３．９
１６年度 １，００６，３２５ △４．８ ２１３，８００ △４．０ ３６１，９０５ △４．８ ８７，８３２ △３．２ ６４４，４１９ △４．８ １２５，９６９ △４．５
１７年度 ９８８，１７９ △３．０ ２１２，６０５ △１．７ ３５０，７４６ △１．８ ８７，５８９ ０．３ ６３７，４３３ △３．７ １２５，０１６ △３．２

１７年１０～１２月 ２７０，７９２ △２．５ ５８，５４９ △０．６ ９９，７１７ △０．４ ２５，２１９ １．２ １７１，０７５ △３．８ ３３，３２９ △１．９
１８年１～３月 ２３８，１００ △２．３ ５１，２０６ △１．７ ８３，６４６ △１．８ ２１，１５７ ０．４ １５４，４５１ △２．６ ３０，０４９ △３．１

４～６月 ２３８，４０２ △２．６ ５１，０８６ △１．２ ７８，５５７ △２．９ ２０，２４１ △１．１ １５９，８４５ △２．５ ３０，８４５ △１．３
７～９月 ２３７，３０６ △１．０ ５１，４５７ △０．２ ７９，５７５ △１．０ ２０，４４０ △０．４ １５７，７３１ △１．１ ３１，０１７ △０．１
１０～１２月 r ２６８，４３６ △２．０ r ５７，７３４ △１．７ r ９３，１７４ △３．４ r ２４，６０５ △１．６ r １７５，２６２ △１．３ r ３３，１２９ △１．８

１８年 １月 ８４，４１５ △２．６ １８，８４１ △２．８ ２９，５８５ △２．２ ７，７１４ △０．９ ５４，８３０ △２．８ １１，１２７ △４．１
２月 ６８，９０９ △１．９ １４，９１２ △１．９ ２３，０７３ △１．７ ５，８５０ ０．３ ４５，８３６ △２．０ ９，０６２ △３．３
３月 ８４，７７２ △２．４ １７，４５３ △０．３ ３０，９８７ △１．６ ７，５９３ １．８ ５３，７８４ △２．９ ９，８６０ △１．８
４月 ８１，００５ △２．１ １７，０４３ △０．９ ２７，０４９ △２．６ ６，７９９ △０．４ ５３，９５５ △１．８ １０，２４４ △１．３
５月 ７９，２０２ △２．９ １６，９９１ △１．６ ２５，５０７ △２．７ ６，７１５ △１．２ ５３，６９５ △３．０ １０，２７５ △１．９
６月 ７８，１９６ △２．９ １７，０５２ △１．２ ２６，０００ △３．３ ６，７２６ △１．９ ５２，１９５ △２．７ １０，３２６ △０．７
７月 ８４，２９３ △１．６ １９，０９２ △１．４ ３０，１４７ △１．３ ８，３８５△１．４ ５４，１４６ △１．８ １０，７０７ △１．３
８月 ７７，６１２ △０．８ １６，４１６ ０．１ ２４，００６ △０．９ ５，７７４ △０．８ ５３，６０７ △０．７ １０，６４２ ０．７
９月 ７５，４０２ △０．７ １５，９４９ ０．８ ２５，４２３ △０．６ ６，２８２ １．３ ４９，９７９ △０．８ ９，６６７ ０．４
１０月 ８０，８８３ ０．５ １７，１８１ △１．７ ２８，０４９ ０．６ ７，０５６ △２．０ ５２，８３５ ０．４ １０，１２５ △１．４
１１月 ８０，２５３ △２．８ １７，８０６ ０．７ ２７，３０７ △４．４ ７，６０１ △０．２ ５２，９４６ △２．０ １０，２０５ △１．１
１２月 r １０８，５０６ △２．２ r ２２，７５８ △２．４ r ３７，８１９ △５．６ r ９，９４９ △２．２ r ７０，６８７ △０．２ r １２，８０９ △２．６

１９年 １月 p ８５，４０２ △１．３ p １８，９６１ △０．４ p ２８，２３２ △２．９ p ７，６５７ ０．０ p ５７，１７１ △０．４ p １１，３０４ △０．７

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■大型小売店販売額の前年比は既存店ベースによる。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

主要経済指標（１）

― ２０ ―

Ｋ：】Ｓｅｒｖｅｒ／北洋調査レポート　表紙表７５　裏本文３３／Ｎｏ．１２９／本文／０２０～０２３　主要経済指標  2007.03.20 09.27.06  Page 20



年月

コンビニエンス・ストア販売額 消費者物価指数（総合） 円相場
（東京市場）

日経
平均
株価北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）１２年＝１００
前 年 同
月比（％）１２年＝１００

前 年 同
月比（％） 円／ドル 円

月（期）末
１４年度 ４２０，６７８ △２．２ ７０，２７９ △１．８ １００．０ △０．７ １００．５ △０．６ １２１．９０ ７，９７３
１５年度 ４１９，３６４ △２．２ ７１，３３４ △２．５ ９９．７ △０．３ １００．３ △０．２ １１３．０３ １１，７１５
１６年度 ４２１，０４５ △１．１ ７２，９７３ △０．８ １００．０ ０．３ １００．２ △０．１ １０７．４９ １１，６６９
１７年度 ４１６，６１１ △２．８ ７３，７２４ △２．５ １００．１ ０．２ １００．０ △０．１ １１３．２６ １７，０６０

１７年１０～１２月 １０４，８８３ △３．３ １８，４６５ △３．４ １００．１ △０．４ １００．０ △０．７ １１７．２９ １６，１１１
１８年１～３月 ９６，０４４ △１．９ １７，３１２ △２．７ １００．３ ０．２ ９９．９ △０．１ １１６．８８ １７，０６０

４～６月 １０２，６６５ △２．２ １８，３９６ △２．４ １００．６ ０．５ １００．３ ０．２ １１４．３８ １５，５０５
７～９月 １１１，９８１ △２．６ １９，４９４ △３．５ １００．８ １．１ １００．６ ０．６ １１６．１９ １６，１２８
１０～１２月 １０５，６２２ △０．１ １８，７８９ △０．７ １００．７ ０．６ １００．３ ０．３ １１７．７７ １７，２２６

１８年 １月 ３２，３２０ △２．２ ５，７３９ △３．２ １００．４ ０．１ １００．０ △０．１ １１５．４５ １６，６５０
２月 ３０，０９５ △１．５ ５，３９７ △２．４ １００．２ ０．４ ９９．７ △０．１ １１７．８９ １６，２０５
３月 ３３，６２９ △２．１ ６，１７６ △２．６ １００．３ ０．１ ９９．９ △０．２ １１７．３１ １７，０６０
４月 ３２，２４８ △３．７ ５，９３７ △５．０ １００．４ ０．２ １００．１ △０．１ １１７．１１ １６，９０６
５月 ３４，７４１ △２．０ ６，１３３ △２．９ １００．７ ０．３ １００．４ ０．１ １１１．５１ １５，４６７
６月 ３５，６７６ △１．０ ６，３２５ ０．６ １００．８ ０．９ １００．４ ０．５ １１４．５３ １５，５０５
７月 ３６，８１０ △４．９ ６，５１５ △５．２ １００．４ ０．７ １００．１ ０．３ １１５．６７ １５，３４３
８月 ３９，８１０ △１．０ ６，８１０ △１．８ １００．９ １．３ １００．８ ０．９ １１５．８８ １６，１４１
９月 ３５，３６１ △１．９ ６，１６９ △３．４ １０１．１ １．２ １００．８ ０．６ １１７．０１ １６，１２８
１０月 ３５，３４２ ０．３ ６，２６２ △０．６ １００．９ ０．８ １００．６ ０．４ １１８．６６ １６，３９９
１１月 ３３，４８４ △０．２ ５，９８５ △１．５ １００．５ ０．５ １００．１ ０．３ １１７．３５ １６，２７４
１２月 ３６，７９６ △０．３ ６，５４２ △０．２ １００．７ ０．６ １００．２ ０．３ １１７．３０ １７，２２６

１９年 １月 ３２，０５６ △１．６ ５，８３５ △０．７ １００．５ ０．１ １００．０ ０．０ １２０．５８ １７，３８３

資料 経済産業省、北海道経済産業局 総務省、北海道 日本銀行 日本経済新聞社

■コンビニエンス販売額の前年比は既存店ベースによる。 ■北海道の消費者物価指数の年度計数は暦年 ■円相場は対米ドル、インター
バンク中心相場の月中平均値

年月

乗用車新車登録台数

北海道 全国
合計 普・小・軽・計普通車 小型車 軽乗用車

台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％）
１４年度 ２０１，０７０ ０．２ ４６，３００ △１４．９ １０６，９３４ ５．３ ４７，８３６ ７．２ ４，８５５，６６３ ２．５
１５年度 １９３，２７２ △３．９ ５２，２１２ １２．８ ９２，０２８ △１３．９ ４９，０３２ ２．５ ４，７３３，４９０ △２．５
１６年度 １８９，５１９ △１．９ ５１，５３５ △１．３ ９０，０６６ △２．１ ４７，９１８ △２．３ ４，７４９，３４２ ０．３
１７年度 １８７，１４５ △１．３ ４６，１５３ △１０．４ ９０，６２４ ０．６ ５０，３６８ ５．１ ４，７５５，３６９ ０．１

１７年１０～１２月 ３７，３８３ △７．４ ９，３７２ △１４．２ １７，６５４ △７．７ １０，３５７ ０．５ １，０３５，９１３ △６．９
１８年１～３月 ５５，４５７ △０．６ １３，０７３ △９．７ ２７，００７ △１．４ １５，３７７ １０．５ １，４５７，０９１ ０．５

４～６月 ４５，６６６ △４．９ １０，７６４ △１１．５ ２０，７４２ △１１．０ １４，１６０ １２．８ １，０４１，３１７ △４．６
７～９月 ４４，３８９ △４．１ １０，４７２ △９．３ ２０，２１３ △１０．８ １３，７０４ １３．５ １，１１７，８１６ △４．５
１０～１２月 ３５，５６７ △４．９ ９，２１５ △１．７ １４，９３６ △１５．４ １１，４１６ １０．２ １，０２５，５０９ △１．０

１８年 １月 １０，４７９ △２．７ ２，５６７ △９．７ ４，９９０ △３．０ ２，９２２ ５．１ ３２５，３６４ ０．１
２月 １４，６５３ △０．６ ３，４８１ △５．３ ６，９６７ △１．１ ４，２０５ ４．５ ４４３，４９３ ０．７
３月 ３０，３２５ ０．１ ７，０２５ △１１．７ １５，０５０ △１．１ ８，２５０ １５．９ ６８８，２３４ ０．５
４月 １５，４３３ ０．８ ３，５５７ △５．６ ７，２４５ △１．６ ４，６３１ １０．７ ３１２，８４２ △５．０
５月 １４，３３９ △１．７ ３，４１８ △１１．１ ６，３３１ △７．２ ４，５９０ １７．０ ３２２，７０７ △６．４
６月 １５，８９４ △１２．３ ３，７８９ △１６．８ ７，１６６ △２１．４ ４，９３９ １１．０ ４０５，７６８ △２．８
７月 １６，５５４ △２．８ ３，８４１ △１２．５ ８，００９ △４．３ ４，７０４ １０．４ ３９６，２６６ △６．２
８月 １１，３２０ △４．０ ２，７４５ △３．５ ５，１２８ △１３．４ ３，４４７ １３．８ ２８３，４４６ △２．５
９月 １６，５１５ △５．４ ３，８８６ △９．８ ７，０７６ △１５．４ ５，５５３ １６．０ ４３８，１０４ △４．３
１０月 １２，４６６ △５．１ ２，９６３ △２．７ ５，５５０ △１２．７ ３，９５３ ５．９ ３３２，３５１ △３．６
１１月 １２，７７１ △５．４ ３，３７５ ２．１ ５，２９８ △１７．８ ４，０９８ ９．４ ３６２，２５３ △０．９
１２月 １０，３３０ △４．０ ２，８７７ △４．８ ４，０８８ △１５．８ ３，３６５ １７．０ ３３０，９０５ １．６

１９年 １月 ９，７７３ △６．７ ２，６７６ ４．２ ４，０１２ △１９．６ ３，０８５ ５．６ ３０８，２５５ △５．３

資料 �日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会

■平成１５年１２月まではシャーシベース、平成１６年１月以降はナンバーベース

主要経済指標（２）

― ２１ ―

Ｋ：】Ｓｅｒｖｅｒ／北洋調査レポート　表紙表７５　裏本文３３／Ｎｏ．１２９／本文／０２０～０２３　主要経済指標  2007.03.20 09.27.06  Page 21



年月

新設住宅着工戸数 公共工事請負金額 機械受注実績

北海道 全国 北海道 全国 全国

戸 前 年 同
月比（％） 百 戸 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 億 円 前 年 同
月比（％）

１４年度 ４８，７９９ １．９ １１，４５６ △２．４ １，４６４，９９８ △１０．７ １７９，０８０ △７．２ １０２，６６４ △３．７
１５年度 ５０，７２４ ３．９ １１，７３６ ２．５ １，２０６，９５４ △１７．６ １５４，５８９ △１３．７ １１１，０７８ ８．２
１６年度 ４８，１４８ △５．１ １１，９３０ １．７ １，１２２，１３８ △７．０ １３７，３５４ △１１．１ １１８，２９２ ６．５
１７年度 ５３，０４８ １０．２ １２，４９４ ４．７ １，０６８，８５８ △４．７ １２９，６２２ △５．６ １２４，８９７ ５．６

１７年１０～１２月 １５，８９３ ３２．０ ３，２４７ ７．０ １４９，４６１ △１５．２ ３０，６１４ △２．２ ３０，３６３ ８．１
１８年１～３月 ７，８４７ １０．３ ２，８４２ ４．９ １２５，６２０ △１０．５ ２５，７５９ △１１．８ ３４，３０８ ３．８

４～６月 １４，４０７ △１．７ ３，３４２ ８．６ ３７６，９７８ △１４．４ ３１，２４４ △１１．７ ３３，３３３ １５．４
７～９月 １４，６２５ △０．２ ３，３０３ △０．７ ３２２，９２８ △８．６ ３４，１７７ △９．７ ３１，０１１ △１．１
１０～１２月 １４，２９６ △１０．０ ３，４１７ ５．２ １２０，１７６ △１９．６ ２９，６７９ △３．１ ２９，８８４ △１．６

１８年 １月 １，７８１ △１６．９ ９２９ △２．２ １３，０２１ △６．７ ６，１７５ △６．８ ８，３００ ９．８
２月 ２，１９８ △１１．５ ９７０ １３．７ １３，１４８ １２．７ ６，０５５ △８．３ １０，０９３ ８．２
３月 ３，８６８ ５５．４ ９４３ ３．９ ９９，４５１ △１３．３ １３，５２９ △１５．４ １５，９１５ △１．６
４月 ４，３４０ △５．５ １，１１３ １５．０ １５１，８３３ ８．２ １１，４０２ △１７．３ １０，２３０ １２．２
５月 ４，９３２ １．６ １，０８７ ６．７ ９６，８９９ △１８．６ ８，５２６ △０．７ ９７，５５６ １５．８
６月 ５，１３５ △１．４ １，１４３ ４．７ １２８，２４６ △２９．１ １１，３１６ △１３．２ １３，３４８ １７．７
７月 ５，４５５ ２３．９ １，０６６ △７．５ １１７，５０２ △９．６ １１，１６５ △４．３ ８，８０３ △１．２
８月 ４，４８３ △１４．２ １，１１２ １．８ １１４，７２６ △２．４ １０，３６７ △１３．９ ９，１５６ △０．５
９月 ４，６８７ △６．７ １，１２４ ４．０ ９０，７００ △１４．４ １２，６４６ △１０．６ １３，０５２ △１．５
１０月 ５，３８４ △１０．３ １，１８４ ２．２ ６３，９５５ △１１．８ １２，１３０ △２．０ ８，６１５ △１．２
１１月 ４，５２７ △２８．８ １，１５４ ４．０ ３５，３８５ △１４．７ ９，０７１ △５．６ ９，９４７ ０．７
１２月 ４，３８５ ２４．３ １，０７９ １０．２ ２０，８３６ △４１．２ ８，４７９ △１．７ １１，３２２ △３．８

１９年 １月 １，７６４ △１．０ ９２２ △０．７ １３，１４６ １．０ ６，１２０ △０．９ ８５，１５７ ２．６

資料 国土交通省 保証事業会社協会 内閣府

年月

来道客数 有効求人倍率 完全失業率 企業倒産件数
（負債総額１，０００万円以上）（全 数）

北海道 北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

千人 前 年 同
月比（％）

倍 ％
件 前 年 同

月比（％） 件 前 年 同
月比（％）季調値 原計数

１４年度 １３，５８７ １．５ ０．４８ ０．５６ ６．０ ５．４ ７３３ △８．３ １８，５８７ △５．０
１５年度 １３，０９０ △３．７ ０．５０ ０．６９ ６．７ ５．１ ６２５ △１４．７ １５，４６６ △１６．８
１６年度 １２，７８１ △２．４ ０．５５ ０．８６ ５．７ ４．６ ５７７ △７．７ １３，１８６ △１４．７
１７年度 １２，７０５ △０．６ ０．５８ ０．９９ ５．５ ４．４ ５５５ △３．８ １３，１７０ △０．１

１７年１０～１２月 ３，００９ ２．９ r ０．５９ r ０．９９ ５．３ ４．３ １３８ １．５ ３，４３４ ４．２
１８年１～３月 ２，７１７ △３．２ ０．５９ １．０３ ５．５ ４．４ １４３ △１４．９ ３，３４８ ５．４

４～６月 ３，０８３ ３．３ ０．６０ １．０６ ５．４ ４．２ １４３ ８．３ ３，２８１ １．７
７～９月 ４，１０８ ２．８ r ０．６１ １．０８ ５．３ ４．１ １１２ △２１．１ ３，２５０ ２．８
１０～１２月 ３，１０３ ３．１ r ０．６０ １．０７ ５．４ ３．９ １３２ △４．３ ３，３６６ △２．０

１８年 １月 ８５６ △１．１ ０．６６ １．０３ ↑ ４．５ ４６ △１４．８ １，０４９ ２．６
２月 ８５５ △７．８ ０．６０ １．０４ ５．５ ４．２ ４８ △２５．０ １，０４４ ３．０
３月 １，００７ △０．９ ０．５１ r １．０２ ↓ ４．４ ４９ △２．０ １，２５５ １０．１
４月 ８２３ ０．１ r ０．５６ １．０４ ↑ ４．３ ６０ ５３．８ １，０８７ １４．９
５月 １，１０２ ６．３ ０．６４ r １．０６ ５．４ ４．１ ３７ △２１．３ １，０８３ １．０
６月 １，１５９ ３．０ r ０．６１ r １．０７ ↓ ４．１ ４６ ０．０ １，１１１ △８．０
７月 １，２８１ ２．２ r ０．６１ １．０９ ↑ ４．０ ４３ △１０．４ １，０５１ ２．６
８月 １，５１９ ４．７ r ０．６２ １．０８ ５．３ ４．１ ３１ △４６．６ １，１６９ １．５
９月 １，３０８ １．４ ０．６１ １．０８ ↓ ４．２ ３８ ５．６ １，０３０ ４．３
１０月 １，２４２ ６．１ r ０．６０ r １．０７ ↑ ４．２ ５２ ３６．８ １，１６６ △０．４
１１月 ９４０ ４．９ r ０．５９ r １．０７ ５．４ ３．９ ３９ △２６．４ １，０９１ △２．１
１２月 r ９２５ △１．８ r ０．６０ r １．０７ ↓ ３．７ ４１ △１２．８ １，１０９ △３．５

１９年 １月 ８３８ △２．０ ０．６６ １．０６ － ４．０ ３８ △１７．４ １，０９１ ４．０

資料 北海道観光連盟 厚生労働省
北海道労働局 総務省 �東京商工リサーチ

■「r」は修正値。

主要経済指標（３）

― ２２ ―

Ｋ：】Ｓｅｒｖｅｒ／北洋調査レポート　表紙表７５　裏本文３３／Ｎｏ．１２９／本文／０２０～０２３　主要経済指標  2007.03.20 09.27.06  Page 22



年月

通関実績
輸出 輸入

北海道 全国 北海道 全国

百万円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％） 百万円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％）
１４年度 ２２５，４７２ △６．２ ５２７，２７１ ８．５ ７２６，２６８ ７．３ ４３０，６７１ ３．８
１５年度 ２１６，７１８ △３．９ ５６０，６０３ ６．３ ６７１，０５７ △７．６ ４４８，５５２ ４．２
１６年度 ２４３，９０７ １２．５ ６１７，１９３ １０．１ ７９８，３７８ １９．０ ５０３，６７６ １２．３
１７年度 ２６３，５９８ ９．８ ６８２，９６２ １０．７ ９６５，１４５ ２９．０ ６０４，１０８ １９．９

１７年１０～１２月 ８１，５０５ １７．９ １８１，６１３ １３．４ ２８２，９４２ ３１．５ １５８，４０６ ２０．６
１８年１～３月 ６６，３９３ ９．２ １７６，７３４ １７．６ ２８４，６２９ ３６．６ １６１，１２３ ２７．３

４～６月 ７２，６２５ ２７．２ １８１，０３５ １４．７ ３３２，４６９ ５１．７ １６２，６７３ １８．９
７～９月 ８０，７６３ ２５．８ １９２，９４３ １５．６ ３１４，１４６ ２３．３ １７２，３１９ １６．７
１０～１２月 r ８９，８３４ １０．２ r ２０１，８１９ １１．０ r ３２０，１９９ １３．２ r １７５，５２２ １０．８

１８年 １月 １８，４９７ ７．０ ５０，０８３ １３．５ ９５，９２５ ４６．０ ５３，６１９ ２７．０
２月 １７，５９２ △１１．２ ５８，４９５ ２０．７ ８７，４５６ ３０．０ ４９，０２７ ３０．３
３月 ３０，３０４ ２７．９ ６８，１５５ １８．０ １０１，２４７ ３４．３ ５８，４７７ ２５．３
４月 ２４，８９０ ４．１ ６１，２８９ １１．３ １０１，９７１ ２２．７ ５４，７９１ ２０．２
５月 ２２，６１２ ４７．０ ５７，０３７ １８．９ １１９，５０４ ５３．０ ５３，２２７ １８．０
６月 ２５，１２４ ４１．１ ６２，７０９ １４．５ １１０，９９４ ９１．８ ５４，６５５ １８．３
７月 ２６，４００ ４３．０ ６３，２１２ １４．２ ８９，１４４ ３８．５ ５４，６３０ １６．９
８月 ２８，１０７ １６．３ ６１，４１３ １７．６ １１３，０６１ ２１．３ ５９，４６４ １６．２
９月 ２６，２５６ ２１．９ ６８，３１８ １５．３ １１１，９４２ １５．１ ５８，２２５ １７．０
１０月 ３８，３５４ ３５．６ ６５，９２７ １１．５ １０２，５３２ ７．５ ５９，８３８ １７．５
１１月 ２４，３７２ △１２．８ ６６，３０７ １２．１ r １０６，８６５ ２７．２ r ５７，２１２ ７．６
１２月 r ２７，１０８ ７．３ r ６９，５９８ ９．８ r １１０，８０２ ６．７ r ５８，４７２ ７．７

１９年 １月 p ２４，１１８ ３０．４ p ５９，５３３ １８．９ p１１３，４０９ １８．２ p ５９，４８９ １０．９

資料 財務省、函館税関

■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

預貯金（国内銀行）
預金 貸出

北海道 全国 北海道 全国

億円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％） 億円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％）
１４年度 １２０，７７１ △０．０ ５，０５６，０５９ １．１ ８６，９３４ △０．３ ４，１４７，７１６ △４．７
１５年度 １２０，７２６ ０．５ ５，１５８，０２３ ２．０ ８６，７０８ △０．３ ４，０１３，０５１ △３．２
１６年度 １２４，１５０ ２．３ ５，２２６，７５２ １．３ ８６，２２３ △０．６ ３，８９４，３９０ △３．０
１７年度 １２３，１６０ △０．８ ５，３００，８９８ １．４ ８８，８４１ ３．０ ３，９５５，８１６ １．６

１７年１０～１２月 １２４，０５８ △０．１ ５，２４２，４８５ １．９ ８７，２８７ ２．９ ３，９３０，８８７ ０．３
１８年１～３月 １２３，１６０ △０．８ ５，３００，８９８ １．４ ８８，８４１ ３．０ ３，９５５，８１６ １．６

４～６月 １２３，９５１ ０．５ ５，２７７，４２２ １．２ ８６，６５９ ４．６ ３，９３１，９１７ ３．２
７～９月 １２３，７４５ １．０ ５，２５４，７０２ ０．１ ８８，４４８ ３．７ ３，９６４，３９４ １．９
１０～１２月 １２５，４２８ １．１ ５，２６５，８９０ ０．４ ８８，６０７ １．５ ４，００３，５１７ １．８

１８年 １月 １２２，１２８ ０．２ ５，２２８，１９１ １．９ ８６，２３６ ３．０ ３，９０１，５７８ ０．５
２月 １２２，８８０ ０．７ ５，２２７，４８５ １．６ ８７，３０６ ３．８ ３，９００，５５４ ０．７
３月 １２３，１６０ △０．８ ５，３００，８９８ １．４ ８８，８４１ ３．０ ３，９５５，８１６ １．６
４月 １２５，１２７ １．４ ５，３０９，００１ １．５ ８９，１４１ ５．６ ３，９２２，４６２ １．８
５月 １２３，３１６ １．０ ５，３１２，０１５ １．３ ８７，５７３ ５．９ ３，９１８，４４６ ２．５
６月 １２３，９５１ ０．５ ５，２７７，４２２ １．２ ８６，６５９ ４．６ ３，９３１，９１７ ３．２
７月 １２３，４１６ ０．３ ５，２３４，９２１ ０．４ ８７，６７２ ４．３ ３，９３８，６８７ ２．６
８月 １２３，１１８ ０．６ ５，２３３，０３４ ０．４ ８７，８１５ ４．６ ３，９３１，７２６ ２．３
９月 １２３，７４５ １．０ ５，２５４，７０２ ０．１ ８８，４４８ ３．７ ３，９６４，３９４ １．９
１０月 １２２，９０３ ０．９ ５，２１４，５９７ ０．６ ８７，５３４ ２．８ ３，９２９，５６０ １．５
１１月 １２３，６２０ ０．４ ５，２７２，６５２ ０．２ ８７，９２８ ２．５ ３，９５４，２０７ １．９
１２月 １２５，４２８ １．１ ５，２６５，８９０ ０．４ ８８，６０７ １．５ ４，００３，５１７ １．８

１９年 １月 １２３，３１５ １．０ ５，２６２，０７５ ０．６ ８７，７４６ １．８ ３，９６８，５０９ １．７

資料 日本銀行

主要経済指標（４）

― ２３ ―

Ｋ：】Ｓｅｒｖｅｒ／北洋調査レポート　表紙表７５　裏本文３３／Ｎｏ．１２９／本文／０２０～０２３　主要経済指標  2007.03.20 09.27.06  Page 23
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●道内経済の動き�

●北海道新幹線札幌延伸に向けて（３）�

●経営のアドバイス：「企業経営にあたっての危機管理」�
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